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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第41期
第３四半期
累計期間

第42期
第３四半期
累計期間

第41期
第３四半期
会計期間

第42期
第３四半期
会計期間

第41期

会計期間

自平成21年
５月１日
至平成22年
１月31日

自平成22年
５月１日
至平成23年
１月31日

自平成21年
11月１日
至平成22年
１月31日

自平成22年
11月１日
至平成23年
１月31日

自平成21年
５月１日
至平成22年
４月30日

売上高（千円） 5,333,1304,256,4582,241,6151,431,5477,931,746

経常利益（千円） 1,266,969579,646 818,514 141,7901,818,272

四半期（当期）純利益（千円） 741,690 335,535 480,557 81,2161,066,635

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 847,400 847,400 847,400

発行済株式総数（千株） － － 5,488 5,488 5,488

純資産額（千円） － － 6,500,8356,879,9406,806,655

総資産額（千円） － － 7,829,5707,598,2568,593,389

１株当たり純資産額（円） － － 1,214.181,289.141,275.38

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
138.53 62.87 89.76 15.22 199.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 50.00

自己資本比率（％） － － 83.0 90.5 79.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
708,713△1,192,708 － － 2,131,360

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△316,020△1,113,069 － － △342,410

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△224,602△265,831 － － △249,532

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,099,552899,2693,470,878

従業員数（人） － － 449 508 514

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

　　　　　　ついては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

　　りません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年１月31日現在

従業員数（人）  508

　（注）従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の状況を種類に拠って記載しており

ます。

(1）ハードウェア仕入実績

　ハードウェアの仕入実績を示すと、次のとおりであります。

種類
当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

　
     前年同四半期比（％）　

　

ハードウェア（千円） 591,994 114.9

合計（千円） 591,994 114.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注実績

　受注実績を種類別に示すと、次のとおりであります。

 

種類

　
受注高
　

　
受注残高
　

当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

 前年同四半期比

（％）　

　
当第３四半期会計期間

（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

　

前年同四半期比

（％）　

ソフトウェア（千円） 1,106,706 173.5 2,594,922 310.1

ハードウェア（千円） 1,091,652 311.0 2,079,024 351.6

合計（千円） 2,198,358 222.3 4,673,946 327.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

　販売実績を種類別に示すと、次のとおりであります。

種類
当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

　
　　 前年同四半期比（％）　

　

ソフトウェア（千円） 449,146 36.1

ハードウェア（千円） 477,520 84.1

保守サービス（千円） 504,880 117.8

合計（千円） 1,431,547 63.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

飛騨市 261,904 11.7 － －

社会医療法人かりゆし会

ハートライフ病院　
－ － 196,312 13.7

三沢市立三沢病院 － － 167,911 11.7

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

  当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　

 

(1) 業績の概要　

　　　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調にあるものの、円高の進行、中東情勢の緊迫化に

伴う原油価格の高騰など、不安定な外部環境に影響を受け、依然として停滞感が見られる状況にありました。収益

改善の流れを受けて、企業の設備投資意欲にも持ち直しの気配がありますが、設備過剰感を完全に払拭するには

至らず、回復のペースは緩やかなまま推移しました。医療業界におきましても、診療報酬については10年ぶりのプ

ラス改定が実施されたものの、医療費の抑制、及び適正化が依然として強く意識される状況下にあります。その反

面で勤務医や介護職員の処遇改善、また救急医療及び周産期・小児医療の充実等、担うべき負担は増大し、病院経

営を取り巻く環境は厳しいものとなっております。

　　　このような中で当社は、医療の効率化、及びクオリティ向上に不可欠な統合系医療情報システムである、電子カルテ

システムの開発・販売を中心に事業を展開し、積極的に受注を獲得してまいりました。平成22年11月には、医療業

界で非常に高い注目を集めているクリティカルパスについて、「クリティカルパス勉強会」（19病院・51名参

加）を主催し、活発な意見交換を行いました。平成23年５月にも次回の開催が予定されており、引き続きニーズへ

の的確な対応を進めてまいります。今後も、顧客病院との堅固な関係性の継続と顧客満足度の向上に対して真摯に

取り組む所存であります。また、案件の集中が予想される第４四半期会計期間に向けましては、円滑な稼動のため

に綿密な社内調整を行っております。　

　　　医療業界のシステム投資意欲の低調状態は長期化し、市場における有力ベンダー数社の競争は避けられないものと

なっております。そのような中で、当第３四半期会計期間の売上高は1,431百万円（前年同四半期比36.1％減）、受

注高は2,198百万円（同122.3％増）、受注残高は4,673百万円（同227.3％増）、利益面におきましては、営業利益

139百万円（同83.0％減）、経常利益141百万円（同82.7％減）、四半期純利益81百万円（同83.1％減）となりまし

た。なお、セグメントの業績につきましては、当社は医療情報システム事業の単一セグメントであるため、上述と同

様となります。　

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　　　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に比べ

123百万円減少し、当第３四半期会計期間末には899百万円となりました。

　　　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、122百万円（前年同四半期は359百万円の収入）となりました。これは主に、税

引前四半期純利益141百万円、減価償却費39百万円、売上債権減少額102百万円、たな卸資産増加額298百万円、法人

税等の支払額134百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、0百万円（前年同四半期は303百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、0百万円（前年同四半期は0百万円の支出）となりました。これは配当金の支払

によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、106百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設・除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,952,000

計 21,952,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年３月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,488,000 5,488,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 5,488,000 5,488,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年11月１日　

 ～平成23年１月31日 
－　 5,488,000 －　 847,400 －　 1,010,800

 

(6)【大株主の状況】

 　 　　 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(7)【議決権の状況】

 　当第３四半期会計期間の末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

 記載することができないことから、直前の基準日（平成22年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

 ます。  

①【発行済株式】

 平成23年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　 151,100 ― 　　　　　―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,335,400 53,354 ―

単元未満株式 普通株式    　　1,500 ― ―

発行済株式総数 　　　　5,488,000 ― ―

総株主の議決権 ― 53,354 ―

　 

②【自己株式等】

 平成23年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社 ソフト

ウェア・サービス

大阪市淀川区西宮

原一丁目７番38号
151,100 ― 151,100 2.75

計 ― 151,100 ― 151,100 2.75

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
５月

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
平成23年
１月

最高（円） 1,620 1,730 1,600 1,585 1,602 1,619 1,519 1,450 1,593

最低（円） 1,240 1,321 1,406 1,420 1,503 1,426 1,412 1,290 1,420

　（注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

　　　　 り、それ以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年５月１日から平成22年１月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年11月１日から平成23年１月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年５月１日から平成23年１月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年11月１日から平成22

年１月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年５月１日から平成22年１月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年５月１日から平成23年１月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期

レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、子会社（１社）の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しい

ため、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項に

より、四半期連結財務諸表は作成しておりません。  
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,299,269 3,770,878

受取手形及び売掛金 1,210,817 928,268

商品 300,307 56,183

仕掛品 225,078 97,572

その他 63,318 121,028

貸倒引当金 △7,258 △6,976

流動資産合計 4,091,532 4,966,955

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 1,291,388

※1, ※2
 1,373,085

構築物（純額） ※2
 19,845

※2
 21,413

工具、器具及び備品（純額） ※2
 101,267

※2
 128,307

土地 1,629,652 1,629,652

有形固定資産合計 3,042,154 3,152,458

無形固定資産 10,214 11,071

投資その他の資産

投資有価証券 281,089 285,900

関係会社株式 20,000 20,000

その他 153,264 157,002

投資その他の資産合計 454,354 462,903

固定資産合計 3,506,723 3,626,434

資産合計 7,598,256 8,593,389

負債の部

流動負債

買掛金 350,674 519,386

未払法人税等 56,531 611,086

前受金 178,595 353,558

その他 132,514 302,702

流動負債合計 718,315 1,786,733

負債合計 718,315 1,786,733

純資産の部

株主資本

資本金 847,400 847,400

資本剰余金 1,010,800 1,010,800

利益剰余金 5,182,424 5,113,738

自己株式 △162,180 △161,967

株主資本合計 6,878,444 6,809,970

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,495 △3,314

評価・換算差額等合計 1,495 △3,314

純資産合計 6,879,940 6,806,655

負債純資産合計 7,598,256 8,593,389
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年１月31日)

売上高 5,333,130 4,256,458

売上原価 3,448,913 2,964,557

売上総利益 1,884,216 1,291,901

販売費及び一般管理費 ※
 615,014

※
 707,187

営業利益 1,269,202 584,713

営業外収益

受取利息 1,624 3,607

受取配当金 1,950 1,573

その他 2,562 2,781

営業外収益合計 6,137 7,962

営業外費用

支払利息 － 118

投資有価証券評価損 8,370 12,910

営業外費用合計 8,370 13,028

経常利益 1,266,969 579,646

特別利益

投資有価証券売却益 － 140

特別利益合計 － 140

特別損失

固定資産除却損 4,439 912

特別損失合計 4,439 912

税引前四半期純利益 1,262,530 578,873

法人税、住民税及び事業税 516,041 188,228

法人税等調整額 4,798 55,110

法人税等合計 520,839 243,338

四半期純利益 741,690 335,535
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年１月31日)

売上高 2,241,615 1,431,547

売上原価 1,196,162 1,066,737

売上総利益 1,045,453 364,809

販売費及び一般管理費 ※
 223,050

※
 225,196

営業利益 822,403 139,613

営業外収益

受取利息 677 1,387

受取配当金 26 1,040

その他 857 569

営業外収益合計 1,561 2,996

営業外費用

投資有価証券評価損 5,450 820

営業外費用合計 5,450 820

経常利益 818,514 141,790

特別利益

投資有価証券売却益 － 140

特別利益合計 － 140

特別損失

固定資産除却損 4,264 716

特別損失合計 4,264 716

税引前四半期純利益 814,250 141,213

法人税、住民税及び事業税 345,900 53,066

法人税等調整額 △12,207 6,931

法人税等合計 333,693 59,997

四半期純利益 480,557 81,216
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,262,530 578,873

減価償却費 136,595 117,954

貸倒引当金の増減額（△は減少） 170 281

受取利息及び受取配当金 △3,574 △5,181

支払利息 － 118

投資有価証券評価損益（△は益） 8,370 12,910

投資有価証券売却損益（△は益） － △140

固定資産除却損 4,439 912

売上債権の増減額（△は増加） △163,656 △282,549

たな卸資産の増減額（△は増加） △200,007 △371,629

仕入債務の増減額（△は減少） △9,527 △168,711

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,625 △108,828

前受金の増減額（△は減少） 91,302 △174,962

その他の流動負債の増減額（△は減少） 36,774 △56,489

その他 6,676 △10,134

小計 1,167,467 △467,573

利息及び配当金の受取額 3,379 4,773

利息の支払額 － △118

法人税等の支払額 △462,133 △729,789

営業活動によるキャッシュ・フロー 708,713 △1,192,708

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,543 △11,721

無形固定資産の取得による支出 △7,401 △1,780

定期預金の預入による支出 △300,000 △1,800,000

定期預金の払戻による収入 － 700,000

投資有価証券の取得による支出 － △4,200

投資有価証券の売却による収入 － 4,340

短期貸付金の回収による収入 925 291

投資活動によるキャッシュ・フロー △316,020 △1,113,069

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

短期借入金の返済による支出 － △100,000

自己株式の取得による支出 － △212

配当金の支払額 △224,602 △265,618

財務活動によるキャッシュ・フロー △224,602 △265,831

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 168,091 △2,571,608

現金及び現金同等物の期首残高 1,931,461 3,470,878

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,099,552

※
 899,269
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

１．会計処理基準に関する

　　事項の変更

（１）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響はありません。　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年１月31日）

前事業年度末
（平成22年４月30日）

※１ 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、建物9,806千円であります。

※１ 　　　　　　 　　　同左

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、918,312千円であ

ります。

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、823,595千円であ

ります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

業 務 委 託 費 42,945千円

役　員　報　酬 42,270 

従 業 員 給 与 252,559 

旅 費 交 通 費 57,751 

減 価 償 却 費 56,875 

租　税　公　課 19,092 

業 務 委 託 費 32,077千円

役　員　報　酬 41,655 

従 業 員 給 与 324,610 

旅 費 交 通 費 86,873 

減 価 償 却 費 22,912 

租　税　公　課 16,759 

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

業 務 委 託 費 10,624千円

役　員　報　酬 14,250 

従 業 員 給 与 95,213 

旅 費 交 通 費 23,026 

減 価 償 却 費 19,885 

租　税　公　課 8,545 

業 務 委 託 費 10,250千円

役　員　報　酬 13,702 

従 業 員 給 与 110,247 

旅 費 交 通 費 29,172 

減 価 償 却 費 7,957 

租　税　公　課 4,726 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年1月31日現在） （平成23年1月31日現在）

現金及び預金勘定 2,399,552千円

預入期間が３か月を超える定期預金　 △300,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,099,552千円

 

現金及び預金勘定 2,299,269千円

預入期間が３か月を超える定期預金　 △1,400,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 899,269千円

 

 　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年１月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年５月１日　至　平成23

年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　5,488,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　 　 151,168株　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月23日

定時株主総会
普通株式 266,848 50平成22年４月30日平成22年７月26日利益剰余金

 

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。　

  

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年１月31日）

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年1月31日）

  有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年１月31日）

 デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（持分法損益等）

  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

  該当事項はありません。 
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（資産除去債務関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年１月31日）

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載しておりません。
　
　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。 　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年１月31日）

前事業年度末
（平成22年４月30日）

１株当たり純資産額 1,289.14円 １株当たり純資産額 1,275.38円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 138.53円 １株当たり四半期純利益金額 62.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成23年１月31日）

四半期純利益（千円） 741,690 335,535

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 741,690 335,535

期中平均株式数（千株） 5,354 5,336

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 89.76円 １株当たり四半期純利益金額 15.22円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

四半期純利益（千円） 480,557 81,216

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 480,557 81,216

期中平均株式数（千株） 5,354 5,336

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

  当第３四半期会計期間末（平成23年１月31日）

  　当四半期会計期間におけるリース残高は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しており

ません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ソフトウェア・サービス(E05376)

四半期報告書

18/20



 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成22年３月５日

株式会社 ソフトウェア・サービス

 取　締　役　会　御　中
   

 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ　 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 木村　文彦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 藤井　睦裕　　印

 

   

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフトウェア

・サービスの平成21年5月1日から平成22年4月30日までの第41期事業年度の第3四半期会計期間（平成21年11月1日から平

成22年1月31日まで）及び第3四半期累計期間（平成21年5月1日から平成22年1月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成22年1月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成23年３月７日

株式会社 ソフトウェア・サービス

 取　締　役　会　御　中
   

 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ　 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 木村　文彦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 藤井　睦裕　　印

 

   

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフトウェア

・サービスの平成22年5月1日から平成23年4月30日までの第42期事業年度の第3四半期会計期間（平成22年11月1日から平

成23年1月31日まで）及び第3四半期累計期間（平成22年5月1日から平成23年1月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成23年1月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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